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返済期間別の融資状況（令和5年度）
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（注）融資金額により集計しています。
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0.1、0.3 などはグラフ作成後、塗りのカラーが見えるように横幅を広げています。

　地域の身近な金融機関として、小規模事業者の皆さまをサ
ポートする事業資金融資のほか、お子さまの入学資金などを必
要とする皆さまへの教育資金融資など、国民生活に密着した融
資を行っています。
　そのうち、令和5年度末における事業資金の融資先数は117万
先にのぼります。1先あたりの平均融資残高は877万円と小口融
資が主体で、無担保融資の割合は全体の9割を超えています。
また、融資先の約9割が従業者9人以下で、食料品店や工務店な
どの地域の生活に密着した企業からベンチャー企業などの新市
場のパイオニアとなり得る企業まで、多種多様な小規模事業者
の皆さまにご利用いただいています。セーフティネット機能の発
揮としては、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた小規模
事業者の皆さまへの支援に取り組んでおり、新型コロナウイル
ス感染症に関連する融資実績は、相談窓口設置日である令和2年
1月29日から令和6年3月末までの累計で約119万件、約13兆円
となりました。
　教育に関する家庭の経済的負担の軽減と教育の機会均等へ
の貢献を目的とする「国の教育ローン」については、令和5年度
のご利用件数が約9万件となりました。
　国民生活事業は、セーフティネット機能を適切に発揮するとと
もに、地域経済の活性化につながる「創業・スタートアップ」、「事
業承継」、「ソーシャルビジネス」などの支援やお子さまの入学資金
などを必要とする皆さまへの支援に積極的に取り組んでいます。

融資実績の内訳（令和5年度）
恩給・共済年金担保貸付等
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従業者規模別融資構成比（件数）（令和5年度）
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（注）普通貸付及び生活衛生貸付（直接扱）の合計の内訳です。
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融資先数及び1先あたりの平均融資残高（令和5年度末）
日本公庫国民生活事業 信用金庫計(254金庫) 国内銀行計(132行)

融資先数 117万先 123万先 219万先
1先あたりの
平均融資残高 877万円 4,394万円 1億1,456万円

（注）１.�日本公庫国民生活事業の数値は、普通貸付及び生活衛生貸付の融資先の合計です。
２.国内銀行とは、都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行などをいいます。
3.�信用金庫の数値は日本銀行「預金・貸出関連統計」における「総計」の数値を、国内銀
行の数値は同統計における「中小企業」の数値をベースとし、個人向け（住宅、消費、
納税資金など）、地方公共団体向け、海外円借款、国内店名義現地貸を除いています。
4.�信用金庫及び国内銀行の融資先数は、日本銀行「預金・貸出関連統計」における貸出
件数を計上しています。

（資料）日本銀行ホームページ

　農林漁業者や食品産業の皆さまへの融資・出資をはじめとす
るさまざまな支援事業を通じて、国内農林水産業の体質強化や
安全で良質な食料の安定供給に貢献しています。
　農林漁業の「天候などの影響を受けやすく収益が不安定」「投資
回収に長期間を要する」といった特性を踏まえ、食料の安定供給
の確保又は農林水産業の持続的かつ健全な発展に資する長期の
資金を供給しています。
　融資・出資のほかにも、農業・林業・水産業各分野の経営ア
ドバイザーなどによる経営相談、「アグリフードEXPO」などによ
るビジネスマッチング支援、輸出に取り組むお客さまへのサ
ポート業務などを実施するとともに、各種調査や情報誌を通じ
てお客さまの経営に役立つ情報を広く提供しています。
融資実績の内訳（令和5年度）

金額
4,692億円

スーパーL資金
2,401億円
51.2%その他資金

1,399億円
29.8%

林業
144億円
3.1%

漁業
172億円
3.7%

加工流通
574億円
12.2%

農業
3,801億円
81.0%

国民生活事業 地域経済を支える小規模事業者や創業企業の皆さまの成長・発展を支援しているほか、
「国の教育ローン」でお子さまの未来を応援しています

農林水産事業 日本の食を支える農林漁業や食品産業の皆さまの経営発展を支援しています
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　さまざまな業種の中小企業者の皆さまに、国の政策に基づく
特別貸付を実施し、事業資金を長期固定金利で安定的に供給す
ることにより、民間金融機関による資金供給を補完しています。

融資実績の内訳（令和5年度）

金額
1兆1,820億円

（注）融資には、社債を含みます。総融資実績から投資育成会社貸付を除いたものの内訳です。
また、各融資制度の実績は1億円未満を切り捨てて算出しています。

シンジケートローン
198億円　1.7%

新企業育成
1,442億円　12.2%

環境・エネルギー対策
799億円　6.8%

セーフティネット
2,315億円　19.6%

企業活力強化
2,216億円　18.8%

企業再生
317億円　2.7%

令和2年7月豪雨
 3億円　0.0%

東日本大震災復興
 1億円　0.0%

令和6年能登半島地震
 10億円　0.1%

挑戦支援資本強化
105億円　0.9%

新型コロナウイルス
感染症対策挑戦支援資本強化

1,148億円　9.7%

新型コロナウイルス感染症
3,260億円　27.6%

融資期間別貸出状況（金額構成比）（令和5年度）

５年超
70.8％

５年以下
29.2％

（注）すべて固定金利

業種別融資残高構成比（融資業務）（令和5年度末）

製造業
38.7%

その他
8.2%

物品販売業
16.8%

サービス業
19.0%

建設業
6.2%

運輸・情報通信業 11.2%

中小企業事業

危機対応円滑化業務

融資、信用保険などの多様な機能により、地域経済を支える中小企業・小規模事業
者の皆さまの成長・発展を支援しています

危機対応円滑化業務の実績

令和3年度 4年度 5年度

ツーステップ・ローン 2,912億円 157億円 ー

損害担保 5,931億円 1,707億円 ー

利子補給 182億円 229億円 205億円
（注）��損害担保の実績は、指定金融機関が令和6年3月末までに損害担保付き貸付け等を行っ

たもので、日本公庫が令和6年5月10日までに補償応諾した引受金額です。

　日本公庫は、主務大臣が認定する内外の金融秩序の混乱、大規模災害等の危機発生時において、危機対応円滑化業務を実施しています。
　危機発生時においては、一般に事業者の信用リスクが上昇するため、民間金融機関による資金供給が十分になされない事態が想定されます。
　このような事態に対処するため、公庫は指定金融機関への信用供与を通じて、指定金融機関による事業者への円滑な資金供給を促進しています。
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　担保力や信用力の乏しい中小企業・小規模事業者の皆さまが金融
機関からの借入又は社債の発行などにより事業資金の調達を行う際
に、信用保証協会が行う債務の保証（信用保証制度）について保険を
行っています（信用保険制度）。
　信用保険制度は、信用保証制度を通じて全中小企業の45％に当た
る149万先（令和5年度末）の皆さまに利用されており、この両制度が
一体となって機能することにより、中小企業・小規模事業者の皆さま
に対する事業資金の供給の円滑化が図られています。

◦信用保証制度と一体となり、中小企業・小規模事業者の皆さまの事業資金の円滑な調達を支えています
制度概略図
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中小企業・
小規模事業者
の皆さま 保険引受額

保険引受残高
9兆5,551億円
36兆6,276億円

（令和5年度）
（令和5年度末）

代位弁済 保険金支払

（注）�保険引受額及び保険引受残高は、中小企業信用保険に係るものです。

　これまで中小企業事業との取引を経て、株式の公開を果たした企
業は、株式公開企業の約2割にあたる833先（注）となっています。多く
の方々がわが国を代表する企業として活躍されています。
　平成元年以降についても、中小企業事業との取引を経て株式を公
開した企業は669先（注）と株式公開企業の約2割を占めています。
（注）��先数は令和6年3月31日時点において株式を公開している企業数です（上場廃止、合

併による消滅等を除く）。

◦公庫資金をご利用された方々が多くの分野でご活躍されています

（注）�日本公庫中小企業事業調べ。株式公開企業数は、令和6年3月31日時点。�
外国企業を除きます。

中小企業事業との取引を経て株式を公開した企業

4,032先中
合計833先

2,829先中
合計669先

中小企業事業と取引歴あり　833先（20.7％）

中小企業事業と取引歴あり　669先（23.6％）
平成元年以降に中小企業事業との取引を経て株式を公開した企業
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